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（用語解説１）

・総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター、新生児センター

主に産科・小児科を有し、周産期に係る高度な医療を提供する病院として
認定された医療機関。設備の規模により分かれる。

県内では「総合」２か所、「地域」９か所、「新生児センター」３か所。
本研修では総称して「周産期医療機関」と呼ぶ。

・災害時小児周産期リエゾン

厚生労働省が全国的に養成を進める災害対応時の役職。埼玉県では９０名
近くの医師（産科・新生児科・小児科)・看護師・助産師を指定している。

このうち、総合周産期母子医療センター所属の医師は「主任リエゾン」と
呼び、発災時には県災害対策本部に数名が参集し、小児・周産期患者の搬送
調整に当たる。
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（用語解説２）

・母体・新生児搬送コーディネーター

平常時において、産科医療機関に入院するハイリスク妊産婦や新生児を他
病院に転院搬送する必要が生じた場合、医療機関からの求めに応じて搬送先
の調整を行う役職。搬送調整までの流れ等、詳細は後述。

・医療的ケア児

NICU（新生児集中治療室）等を退院した後も、人工呼吸器や胃ろう等の医
療機器を引き続き装着している等、日常的に医療行為を必要とする子供達。

多くは在宅医療に精通したかかりつけ医等の支援を受けながら、自宅で生
活している。
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１ 体制構築の必要性

５

小児周産期分野における
災害時の地域連携体制の必要性

【母体・新生児】

・災害時は短時間に多くの患者搬送が必要となるため、平常時の搬送を担う母体・

新生児搬送コーディネーターを活用することができない。（母体・新生児搬送

コーディネーターによる搬送調整については後述）

【医療的ケア児】(※通常の小児の外傷は、成人同様DMAT等で対応)

・災害時は医療機器・電源等の確保が困難。資源の不足が患者の生命に直結する。

・看護を担う人材が限定的。

【共通】

・搬送調整に、産科・小児科に関する専門的知見を要する。

・搬送先候補となる医療機関が限定される。

・患者自身が抱いているリスクが大きい。(災害による外傷等が無くても迅速かつ

適切な医療機関への搬送が必要)

⇒大規模災害に備え、地域での情報伝達・搬送体制の構築が必要。
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２ 埼玉県が目指す体制

７

県が目指す災害時小児周産期医療体制(全体像)

ⓐⓐ②

① まず圏域内で搬送調整
↓搬送不可の場合

② 県本部へ搬送調整依頼

A医療圏 B医療圏 C医療圏

被災

県災害対策本部の災害時小児周産期リエゾン

ⓐ 空床情報の報告
・EMIS
・日本産科婦人科学会 大規模災害対策情報システム

等の利用

③他医療圏等
への搬送調整
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A医療圏 B医療圏 C医療圏

県災害対策本部の災害時
小児周産期リエゾン

【全体図】

各医療圏内の体制案(南部保健医療圏の例)

【 A医療圏内の連携体制 (保健所を中心に検討いただきたい部分)】

③圏域内で搬送困難な場合、
県本部のリエゾンへ調整依頼

９

②地域周産期で受入れ、
または、
システムを閲覧して
圏域内で搬送調整

・入力状況の確認、徹底
・連携体制の構築、維持

保健所 地区を管轄する地域周産期母子医療センター

①搬送希望

・・・
被災

一般
産科

病院
小児科

助産所

日本産科婦人科学会システム・EMISへの入力等
（被災状況・空床情報）

現在の状況

⇒ 県本部のリエゾンだけで全てには対応不可。

他の周産期母子
医療センター等
への搬送調整

① まず圏域内で搬送調整
↓搬送不可の場合

② 県本部へ搬送調整依頼

南部保健医療圏

県災害対策本部の災害時小児周産期リエゾン

直接、県本部のリエゾンへ搬送調整依頼

一般
産科

病院
小児科

周産期
センター等

その他の地域

・・・助産
所
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３ 平常時の母体・新生児
搬送体制について【参考】

１１

平常時の母体・新生児転院搬送の流れ【参考】

⑤搬送先病院を連絡

⑥搬送先病院と
調整して搬送

他の周産期医療機関、他県等

④搬送調整

③調整依頼

母体・新生児搬送コーディネーター

②搬送希望

①連絡

日常連携する医療機関 分娩施設等

地区を管轄する地域周産期母子医療センター

搬送患者
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母体・新生児搬送コーディネーター制度【参考】

１ 概要
産科医療機関等に入院するハイリスク妊産婦や新生児を他病院に転院搬送

する際、母体・新生児搬送コーディネーター(助産師)が搬送先選定を代行す
る制度。

２ 設置場所
埼玉県救急医療情報センター（埼玉県医師会内）

３ 体制
２４時間３６５日体制

４ 情報集約手段
周産期応需情報システム（救急医療情報システム内）
※ 周産期医療機関が空床情報を定期更新。

これを母体新生児搬送コーディネーターが閲覧して搬送調整する。
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A地域
周産期
センター

B地域
周産期
センター

C地域
周産期
センター

母体・新生児
搬送コーディネーター

【全体図】

平常時の母体・新生児搬送体制【参考】

【 A地域周産期母子医療センター管轄内の体制】
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地区を管轄する地域周産期母子医療センター

①搬送希望

・・・搬送患者

一般
産科

助産所

②地域周産期で受入れを検討

③地域周産期で受入れ困難な場合、
コーディネーターへ調整依頼
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獨協医大埼玉医療
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埼玉医科大学
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さいたま赤十字病院
県立小児医療センター

埼玉病院
【担当地区】南西部

越谷市立病院

春日部市立医療センター

(南)

(北)

防衛医大
病院

母体・新生児搬送コーディネーター制度上の
地域周産期母子医療センター管轄区分

総合周産期母子医療センター
 地域周産期母子医療センター

新生児センター

二次保健医療圏
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平常時体制と比較した検討
災害時の地域単位の体制は、平常時のコーディネーター制度における地域周産

期母子医療センターを中心とした各地域体制に相当するもの。

【災害時体制に求められる条件】
・災害時の場合は、地域で関係機関がより柔軟に連携できる体制が必要。
・その一方で、分娩施設や地域周産期母子医療センターにとっては、普段から
転院搬送の際に連携している相手先と同じ方が望ましい。

→ 二次保健医療圏を基本単位としつつ、地域周産期母子医療センターの
担当地域を考慮した体制づくり。

【問題点】
コーディネーター制度における地域周産期母子医療センターの管轄区分は、

二次保健医療圏の区分と一部一致していない。
①圏域内に地域周産期母子医療センターが無い地域(県央・利根・秩父)
②１つの圏域を２つの地域周産期母子医療センターが分担する地域(東部)

→ 地域を管轄している地域周産期母子医療センター、及び関係する保健所
間で要調整。
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【参考】
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二次保健医療圏－母体・新生児搬送コーディネーター管轄区域 対応表

４ 今後について
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【A医療圏内の連携体制 (例)】

１ 各保健所に求めること
各地域における災害時小児周産期医療連携体制の構築、

マニュアル等による具体化。(令和3年度末までを目安に)

２ 体制構築の地域単位
二次保健医療圏を基本としつつ、地域周産期母子医療

センターの担当地域を考慮して関係者間で調整。

３ 南部マニュアルの位置付け
モデルケースとして活用。

４ 複数の医療圏を管轄する周産期センターへの配慮
複数の医療圏を管轄する地域周産期母子医療センター

に対しては、極力同様のスキームで情報が上がるよう、
医療圏間で調整を行う。

５ 登録リエゾンの先生方への御願い
上記の体制検討に当たり、周産期医療機関側の窓口と

なってくださいますようお願いします。(必要に応じて、
医療整備課がサポートします。)

A医療圏 B医療圏 C医療圏

県災害対策本部の災害時
小児周産期リエゾン

【全体図】

保健所

・・・

地域周産期母子医療センター

一般
産科

助産
所

病院
小児
科

システム入力

体制の検討について
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